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□三］
各分野の動向

東日本大震災における衛星リモートセンシングの

活用と課題及び今後の展望

古田竜ー＊

Lessons Learnt of Utilization of the Satellite Remote Sensing 

from the 2011 Tohoku-oki Earthquake 

Ryoichi FURUTA* 
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1. はじめに

2011年（平成23年） 3月11日14時46分に発生した東

日本大震災では，北海道から関東までの広い範囲で津波・

浸水，建物被害，土砂災害，液状化被害など様々な被害が

発生した。特に太平洋沿岸を襲った津波により，多くの尊

い人命と財産が奪われる甚大な被害が発生した。津波被害

により土地の様子は大きく変わり，地表面の被覆変化に留

まらず，大きな地形変化や大規模な湛水被害も生じ，地上

での情報収集が困難を極めた。また，福島第一原子力発電

所では電源喪失後に建屋の爆発事故が発生し，被害情報の

収集がより一層困難となる条件の災害となった。

このような状況の中，宇宙航空研究開発機構 (JAXA)及

び関係機関，民間企業が協力し，地球観測衛星による被災

状況の把握が実施された。陸域観測技術衛星だいち

(ALOS)による繰り返しの観測に加えて，国際災害チャー

タやセンチネルアジアを通じて各国の宇宙機関や民間企業

が運用する地球観測衛星による観測が繰り返し実施され

た。なお，東日本大震災は，我が国が初めて国際災害チャー

タを発動した災害である。観測により得られたデータや画

像を利用して様々な処理や解析が実施され，地図化されて

利用者に提供された。

本稿では，東日本大震災における地球観測衛星データの

取得•利用状況や利用事例を振り返るとともに当時の対

応で得られた課題とそれに対する現状や今後の展望につい

て述べる。

(2021. 2. 1受付,2021.2.4改訂受理）
＊ 一般財団法人リモート・センシング技術センター研究開発部

〒501-0001東京都港区虎ノ門 3-17-1TOKYU REIT虎ノ門ビ

ル3F

2. 地球観測衛星データの取得•利用状況

2.1 「だいち」による観測実績と利用状況

「だいち」による緊急観測実績は， JAXAが公開している

「東日本大震災対応報告書～地球観測衛星及び通信衛星に

よる対応の記録～」！）に詳細がある。同報告書によると，

2011年3月12日から同年4月20日まで観測を継続し，総

計 643シーンの観測を行ったと報告されている。 Fig.1 

は，「だいち」搭載の各センサの 2011年3月12日から 4月

21日までの観測実績で，東日本大震災の被災範囲を網羅的

に観測された様子がわかる。発災当日には観測機会がな

く，最初の観測は発災翌日の 3月12日に東北内陸部，及び，

仙台市付近を光学センサである AVNIR-2とPRISMにより

観測された。発災当日には既に北海道から関東の太平洋沿

岸で甚大な津波被害が生じていることが報道されていた

が，救援・救助活動や被害調査のための内陸部から沿岸部

へのアクセス経路が確保できるかの調査のために内陸部

の観測が優先され， JAXAから関係機関に提供された。人

工衛星の特徴の一つである広域性を災害状況把握に活かし

た例として，今後の災害時の衛星利用に参考となる利用方

法が示されたと考える。一方，発災当日は， AVNIR-2の

アーカイブ画像を利用した関東・東北域の雲なしモザイク

画像に国土地理院発行の数値地図や基盤地図情報を重畳し

た地図化プロダクトを作成し， JA兄＼を通じて関係機関に

提供を行った。以降同図郭を用いて，光学センサで観測

が実施された度に「だいち」取得画像を更新した地図化プ

ロダクトを JAXAから関係機関に提供された。提供され

たプロダクトの一例を Fig.2に示す。

* Research and Development Department, Remote Sensing Technology 

Center of Japan (RESTEC) 
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Fig. 1 Coverage of ALOS imagery from 12 March 2011 to 21 April 2011. (a) A VNIR-2, (b) PRISM, and (c) PALSAR 

without ScanSAR mode. 

発災翌日 (20ii/03/12)
AVNIR-2で東北内陸部を観測。
(2011/03/12作成 ・提供）

Fig. 2 Example of value-added product using ALOS/A VNIR-2 images. 

なお， RESTECはJAX.Aの許可を受け，「だいち」データ

の一般向け無償配布を実施した。配布当初にアクセス集中

により FTPサーバがダウンしたため，株式会社イン ター

ネットイニシアテイプの協力を得てクラウドサービスを利

用して画像提供を行った。

2.2 海外衛星による観測実績と利用状況

海外衛星による観測実績についても，前出の東日本大震

災対応報告書に詳細が記録されている。同報告書による

と，「JAX.Aは，3月11日14時46分の地震発生を受け直

ちに，センチネルアジア及び内閣府の代理として国際災害

チャータヘの緊急観測を要請した （同 15時24分）。」！）と

あり地震発生から 40分程度で要請を行ったことが記録

されている。素早い要請により， 翌日から海外衛星による

観測が実施されている。

国際災害チャータからは SAR,光学を含む， 5000シーン

以上の観測データが提供された。Fig.3はアジア工科大学

(AIT) により作成された 3月 16日時点の観測実績図であ

る。この時点で様々な衛星により非常に多くの観測が実施

され，被災域がほぼ網羅されていることがわかる。提供さ

れたデータは JAXA, 及び，チャータに参加している各国
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Fig. 4 Example of value-added product using high resolution imagery. This map produced by AIT. 

の解析機関で解析され，国際災害チャータの WEBサイ

戸で公開された。なお，同 WEBサイトでは現在でも多

くのプロダクトが公開されている。その一例を Fig.4に示

す。

センチネルアジアでは，台湾国家実験研究院 ・国家宇宙

センター (NARL・NSPO)がFORMOSAT-2,タイ地理清報
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Fig. 5 Tile index of value-added product produced by NTT data and RESTEC 

宇宙開発期間 (GISTDA)がTHEOS, 及びインド宇宙研究

機関 (ISRO)がCARTOSAT-2で観測を実施した。前出の

報告書によれば 「だいち」による観測エリアを補完する目

的で東北沿岸部の観測を要請したとあり，地震翌日の 3月

12日には内陸部を含めて被災地全域の画像が取得され，3

月 14日までには概ね沿岸部全域の雲のない画像を取得し

たとの記録がある。各々の衛星のスペックは異なるが，相

互補完する ことで，迅速に被害状況把握のための画像を取

得できたことは現在の複数衛星での災害監視体制構築の

良い参考事例と考える。

その他， RESTECでは GISTDAの協力により THEOS画

像を入手し，株式会社エヌ・ティ・ティ・データ (NTTデー

タ）と協力 して一般向けに地圏化プロダク トを作成 ・提供

した。

3. 利 用 事例

前述の通り ，JAXAで作成されたプロダク トは，JAXA

から関係機関に提供されている。また，地球観測研究セン

ター (EORC)のWEBサイト 3)で解析結果が公開された。

前出の報告書では提供先と して，内閣官房（安全保障 ・危

機管理担当）， 内閣府（防災），啓察庁，国土交通省 （河川

局 都市地域整備局住宅局，関東地方整備局，近畿地方

整備局，国土技術政策総合研究所），農林水産省，水産庁，

悔上保安庁，環境省，文部科学省，防災科学技術研究所，

国土地理院 ・地震ワーキ ンググループ，岩手県及び福島県

災害対策本部，現地災害派遣部隊，省庁地方部局 ・事務所

等 和歌山県宮城県 京都大学防災研究所，その他機関

に提供したとの記録がある。主には地図化されたプロダク

トを被害状況把握のための情報の一つとして利用されてお

り，津波による湛水域の状況，福島第一原子力発電所の状

況変化，液状化エリアの把握，土砂移動箇所の把握，海上

漂流物の把握 （広域，局所），地図作成プロジェクトに活用

された。防災科学技術研究所では，「ALL311:東日本大震

災協働情報プラッ トフォ ーム」で画像配信が実施された例

も報告されており，この頃から災害情報共有のためのプ

ラットフ ォームの構築に着目 していた様子がうかがえる。

RESTECでは，前述の通り， NTTデータと協力して

.THEOS画像を利用した一般向けの地図化プロダクトを作

成・提供した。作成した範囲を Fig.5に，作成したプロダ

クトの例を Fig.6に示す。JAXA業務で整備した「だいち

防災マップ」のノウハウを応用し，2万 5千分の 1及び5

万分の 1縮尺の地図化プロダク トを作成した。岩手県，宮

城県，福島県沿岸域を対象と して105図葉（災害前後では

210屈葉）の地図を作成し， RESTEC及びNTTデー タの

WEBで公開するとともに，郵送や手渡しにより配布を行っ

た。なお，sinsai.info(東日本大震災 みんなでつくる復典

支援プラットフォーム）を通じ， SNSで印刷サポーターを

募集し，帝塚山学院大学（大阪）から印刷作業の協力を得

たほか， 日本ヒューレ ット・ パッカード株式会社から印刷

のための機器 ・資材の提供があった。このような体制の下

に提供されたプロダク トは，説明資料として防災関係機関

だけでなく，民間企業による住民説明等に活用された。

4. 課題と展望

東日本大裳災以前にも大規模災害時に衛星リモートセ ン

シングの利活用が進む切欠が存在したが，東日本大簾災は
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Fig. 6 Example of value-added product using THEOS satellite imagery produced by NTT data and RESTEC. 

Upper image is before disaster and lower image is after image. 

衛星リモートセンシングをはじめ， 宇宙技術が災害時に有

用であることが本当の意味で理解された災害だと考える。

地球観測衛星の利用に関しては，被災領域が南北に長い

領域であったこともありその情報収集能力が最も発揮で

きた条件であったことは間違いない。その中でも発災直後

に「だいち」により内陸部を観測する判断がなされたこと

は，災害時における衛星の役割を示したと考えられ，今後

の広域災害時の衛星利用においても同様の利用方法が期待

できる。また，光学センサと SARセンサを複合利用し，繰

り返し観測を継続することで，広域且つ連続的な情報収集

が可能であることを示した。さらに国際災害チャータを

活用し，複数の地球観測衛星で被害状況を把握することで，

広域での被害概況調査から局所の詳細調査を対象とする可

能性が示唆された。なお，国際災害チャータやセンチネル
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アジアを素早く発動することで， JA兄＼衛星同等の観測タ

イミングが実現できる可能性も示された。これらの経験

は，今後の大規模且つ広域災害時の衛星の利用方法に大い

に参考になると考える。

一方，衛星データの取得や提供方法，人的リソースに関

わる課題が明らかになった。衛星データの取得や提供方法

については，当時はダウンロード提供に対する理解が進ん

でおらず，メデイアや紙媒体を手渡しで提供することも実

施していた。また，クラウドの利用も進んでおらず，アク

セス集中により提供が滞る自体も発生した。現在では，

JAXAのだいち防災WEB(2020年9月に閉鎖）や，その後

継システムである防災インターフェースシステムにより衛

星データ及び解析結果の共有が進められ，関係省府庁や協

定自治体との情報共有が可能となり概ね課題が解決できて

いる。また，戦略的イノベーションプログラム (SIP)で省

府庁連携防災情報共有システム (SIP4D)やそれを活用し

た衛星データ即時共有システムが開発されており，衛星

データ及び解析結果の共有環境が整いつつあり，今後発生

しうる災害においては，円滑に情報の取得と提供ができる

ようになることが期待できる。人的リソースに関しては，

産学官連携による体制づくりが重要と考えられる。センチ

ネルアジアや国際災害チャータでは大学や研究機関等の参

加機関が増えており，解析体制が強化されつつあるが，東

日本大裳災時は体制がまださほど大きくなかったために，

全ての取得データを処理・解析できていない。当時のよう
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に， lヶ月で数千枚の画像が提供された場合に，誰が，どの

ようにリソース配分するかの体制づくりと定期的な訓練が

今後は必要と考えられる。また，情報提供までの時間短縮

も重要であり，解析技術の更なる高度化が望まれる。前出

のSIPでは防災・減災プロジェクトにおいて,AI等を活用

した被害抽出に係る研究が実施されている。また．個別の

企業や研究機関においても同様の研究開発が進められてい

る。これらの技術が災害時において，災害後に JA兄＼や国

際災害チャータやセンチネルアジアから提供される様々な

種類の衛星データと，これまでに取得された大量の衛星

データアーカイブとから被害を即時且つ自動的に抽出・分

析できるようになれば．東日本大震災時よりも衛星データ

及び画像を国や被災地で効果的に利用できるようになると

考えられる。
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